
資料６
○第一建設事務所幹事会「取組内容に関する現状と課題、今後の具体的な取組の共有」

１） 円滑かつ迅速な避難のための取組
　　　　情報伝達、避難計画等に関する事項

現
状
と
課
題

・東京都から防災情報を防災担当部署でFAX及びメール
を受信している。
・受信した情報については、直ちに区長及び関係部署に
伝達する体制を構築しているが、伝達作業に一定の時
間を要する。

・東京都から防災情報を防災担当部署でFAX及びメール
を受信している。
・受信した情報については、直ちに区市町村長及び関係
部署に伝達する体制を構築しているが、伝達作業に一
定の時間を要する。

・既に区の登録制防災メールをＪアラート連携しているた
め、氾濫危険情報を区長に伝達する体制ができている。
・東京都から防災情報を防災担当部署でFAX及びメール
を受信している。
・緊急性の高い情報については防災担当部署から区長
に連絡する。

・防災情報を区防災担当部署へFAX又はメール
で伝達している。（総務局・建設局）
・区長による避難勧告等の確実・迅速な発令を支
援するため、区長に対し直接防災情報を提供す
ることを検討する必要がある。

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・東京都と調整し、防災情報を区市町村長に直接伝達す
る仕組み（ホットメール）を構築していく。

・神田川流域における想定最大規模降雨の浸水予想区
域図等による被害状況を分析していくとともに、今後発
表される想定最大規模降雨に係る浸水予想区域図を踏
まえ、必要に応じて、東京都からの情報を区市町村長及
び関係部署に速やかに、かつ、確実に伝達できるよう現
行の体制等を検証する。

・緊急時の対応について引き続き東京都と調整してい
く。

・区と調整し、防災情報を区長に直接伝達する仕
組み（ホットメール）を構築していく。（建設局）

現
状
と
課
題

・区長が避難勧告等を判断する際に必要な、河川の状
況や今後の水位変化などの河川情報の収集に時間を
要する場合がある。

・現状、本区は河川氾濫がなく内水氾濫のみであるが、
河川の状況や今後の水位変化などの河川情報の収集
に時間を要する場合がある。

・区長が避難勧告等を判断する際に必要な、河川の状
況や今後の水位変化などの河川情報の収集に時間を
要する場合がある。

・水防災総合情報システムをとおし、水位計や雨
量計の情報を区に提供している。（建設局）
・区防災担当部署に対し避難勧告等の発令に係
る判断の支援をさらに行っていく必要がある。（建
設局）

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・東京都と調整し、避難勧告等の発令判断を支援するた
めの防災情報を区防災担当部署等で受信できる仕組み
を検討していく。

・神田川流域における想定最大規模降雨の浸水予想区
域図等による被害状況を分析していくとともに、今後発
表される想定最大規模降雨に係る浸水予想区域図を踏
まえ、東京都と調整し、避難勧告等の発令判断を支援す
るための防災情報を区防災担当部署等で受信できる仕
組みを検討していく。

・東京都と調整し、避難勧告等の発令判断を支援するた
めの防災情報を区防災担当部署等で受信できる仕組み
を検討していく。

・区市町村と調整し、防災情報を区市町村防災担
当部署等に直接伝達する仕組みを検討していく。
（建設局）

現
状
と
課
題

【現状】・昭和33年に発生した「狩野川台風」を想定したタ
イムラインを作成している。
【課題】
・洪水に関する避難勧告等の発令基準を地域防災計画
に定めているが、より詳細な発令基準や対象区域を定
める必要がある。

・現状、本区は河川氾濫がなく内水氾濫のみであり、大
きな被害がないため、タイムラインは作成していない。ま
た、発令対象区域、発令判断基準も地域防災計画で定
めていない。

・避難勧告等の発令に着目した、区独自のタイムライン
については策定済み

・東京都管理河川におけるタイムライン作成
に関する支援実績はない。
・国直轄河川の荒川について、荒川下流タイ
ムライン（拡大試行版）の運用に際し、気象
情報の提供等を行っている。

・水位上昇が極めて速い中小河川においては、
リードタイムを確保できないため多機関連携型タ
イムラインを作成することは困難である。（総務
局、建設局）
・災害により区がその全部又は大部分の事務を
行うことができなくなったときは、要配慮者に対す
る避難準備、避難のための立ち退き勧告及び指
示に関する措置の全部又は一部を当該区長に代
わって実施する。（総務局）

今
後
の
具
体
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・地域防災計画に定めている発令基準等について見直
し検討していく。

・神田川流域における想定最大規模降雨の浸水予想区
域図等による被害状況を分析していくとともに、今後発
表される想定最大規模降雨に係る浸水予想区域図を踏
まえ、必要に応じて、検討していく。

・避難勧告等の発令基準を周知していく。
・タイムラインについては関係機関にも周知し、必要に応
じて参加を促していく。

・タイムライン作成を検討している区市町村
に対し、気象情報の利用方法の解説等を行
うと共に、洪水警報の危険度分布等の利活
用促進を図る。

・避難勧告着目型タイムラインの作成について既
に運用されているタイムラインの情報を共有する
など、区の取組を支援していく。（建設局、総務
局）

現
状
と
課
題

【現状】
・ホームページで河川水位や河川監視用カメラ等のリア
ルタイム情報を公開している。
・避難場所及び避難の方法等について、防災行政無
線、緊急速報メール、登録制メール配信サービス、ホー
ムページ、ツイッター、フェイスブック等により住民に周知
する。
【課題】
・迅速に情報伝達を行える仕組みを整える必要がある。

・区独自の登録制メールにより洪水情報を周知してい
る。
　都河川氾濫による避難勧告等の想定はないが、住民
への情報伝達手段として、防災行政無線、緊急告知ラジ
オ、フェイスブック、ツイッターなどを備えている。

・古川の水位を区ホームページで公表、登録型防災メー
ルで配信
・洪水予報、避難情報の周知は、港区防災行政無線、防
災ラジオ、防災情報メール配信、港区公式ホームペー
ジ、ツイッター、フェイスブック

・洪水予報河川を除く中小河川について、洪
水警報の危険度分布を気象庁ホームページ
で提供している。また、6時間先までの流域
雨量指数の予測値を防災情報提供システム
で提供している。

・東京都水防計画にて洪水予報、水位周知河川
に指定した河川を記載している。（建設局）
・河川水位や河川監視用カメラ等のリアルタイム
情報を「東京都水防災総合情報システム」で公開
している。（建設局）
・来日外国人向けの情報や外出時での情報収集
に課題がある。（建設局）

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・迅速に情報伝達を行えるよう検討していく。
・各種媒体を活用し、登録制メールの登録拡大を行って
いくなど、情報の確実な伝達について検討していく。

・神田川流域における想定最大規模降雨の浸水予想区
域図等による被害状況を分析していくとともに今後発表
される想定最大規模降雨に係る浸水予想区域図を踏ま
え、必要に応じて登録制メールの登録拡大などを検討し
ていく。

・各種媒体を活用し、登録制メールの登録拡大を行って
いくなど、情報の確実な伝達について検討していく。

・気象庁ホームページ等で提供している洪水
警報の危険度分布や、防災情報提供システ
ムで提供している流域雨量指数の予測値を
利活用し、水害の危険性を事前に確認し、防
災関係機関や住民が適時適切な防災対応
をとるよう、周知広報を行う。

・外国人対応や外出先での情報収集ができるよう
「東京都水防災総合情報システム」の改修を検討
していく。（建設局）

Ａ　洪水予報河川と水位周知河川に
おいて、避難勧告に直結する氾濫
危険情報等を直接区市町村長へ伝
達できる仕組みを平成３０年出水期
に構築する。（ホットメールの構築）

Ｂ　洪水予報河川、水位周知河川及
びその他河川において、避難勧告
等の発令判断の支援のための情報
を区市町村避難勧告部署等へ伝達
できる仕組みを検討する。（避難勧
告等の発令判断の支援）

・洪水予報河川と水位周知河川を中
心とした、タイムラインの作成状況を
確認する。
・区市町村が定めた洪水時における
避難勧告などの発令対象区域、発
令判断基準を確認する。

・河川水位や河川監視用カメラ等の
リアルタイム情報について住民等へ
の周知方法を確認し、洪水情報や
避難情報等が住民へ確実に伝達さ
れる取組を検討する。
・洪水予報河川、水位周知河川、簡
易な方法により水害危険性を周知
する河川について情報共有する。

※水害危険性の周知
平常時における浸水想定の情報と
洪水時における河川水位等の情報
をあわせて「水害危険性」と称し、ま
たこれらの情報を区市町村に提供
するとともに、できる限り住民等へも
提供することを「水害危険性の周
知」と称することとされている。

東京都管理河川を対象とした取組内容項　目

①洪水時における河
川管理者からの情報
提供等

②避難勧告等発令
の対象区域、判断基
準等の確認（水害対

応タイムライン）

③水害危険性の周
知、ICTを活用した洪

水情報の提供

港区 東京都気象庁東京管区気象台 関東地方整備局千代田区 中央区



○第一建設事務所幹事会「取組内容に関する現状と課題、今後の具体的な取組の共有」

現
状
と
課
題

・ハザードマップで避難場所を公表している。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、他の流域の改正
状況を踏まえながら現在の避難場所を確認する必要が
ある。

・ハザードマップで避難場所を公表している。
・現状、本区は河川氾濫がなく内水氾濫のみであり、大
きな被害がないため、近隣区と避難体制を共有していな
い。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、それに基づく被
害状況を分析していくとともに、現在の避難場所を確認
する必要がある。

・避難場所等の共有については、検討が進んでいない。 ・東海豪雨規模降雨に係る浸水予想区域図等を
作成し、公表するなど自治体が作成するハザード
マップの作成を支援している。（建設局、下水道
局）
・神田川流域については、対象降雨を想定最大
規模降雨に変更した浸水予想区域図を作成し、
公表している。（建設局、下水道局）
・区が作成している水害ハザードマップ掲載ペー
ジへのリンクを掲載している。（建設局）
・区市町村間の避難にかかる調整を支援してい
る。（総務局）

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・住民が確実に避難できる経路を検討していく。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、他の流域の改正
状況を踏まえながら現在の避難場所を確認し、必要に
応じて見直しを検討していく。

・神田川流域における想定最大規模降雨の浸水予想区
域図等による被害状況を分析していくとともに、今後発
表される想定最大規模降雨に係る浸水予想区域図を踏
まえ、必要に応じて検討していく。

・区境界付近の住民等に対し、隣接自治体と連携し、避
難場所を共有できる体制について必要性を検討してい
く。
・住民が確実に避難できる経路を検討していく。

・神田川流域以外の流域についても、想定最大
規模降雨に係る浸水予想区域図等を作成、公表
し、区が作成するハザードマップの作成を支援し
ていく。（建設局、下水道局）
・引続き、区市町村間の避難にかかる調整を支
援する。（総務局）

現
状
と
課
題

【現状】
・地域防災計画で定めた要配慮者利用施設について、
避難確保計画の提出を促している。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、他の流域の改正
状況を踏まえながら区域内の要配慮者利用施設等を確
認する必要がある。

（都管理河川）
　H15.7作成の浸水想定区域図では、本区内に浸水想
定区域がないことから、地域防災計画において要配慮
者利用施設を定めていない。
・H30.3に東京都より神田川流域における想定最大規模
降雨の浸水予想区域図が公表されたため、区域内の要
配慮者利用施設等を確認する必要がある。

（国管理河川）
　地域防災計画で定めた要配慮者利用施設に対して、
避難確保計画の提出及び連絡訓練の実施を促してい
る。

・要配所者施設の浸水防止・避難確保計画は概ね作成
されているが、立地や計画の変更について随時確認が
必要
・避難確保計画が作成され避難訓練が実施されている
かを確認することが必要である。

・東海豪雨規模降雨に係る浸水予想区域図等作
成し、公表しており、神田川流域については、対
象降雨を想定最大規模降雨に変更した浸水予想
区域図を作成し、公表している。（建設局、下水道
局）
・区に対して、技術的助言を行う必要がある。（建
設局）
・区に対して、都各局が所管・管理する施設一覧
を情報提供を行い支援している。（建設局）
・区地域防災計画に位置付けられた所管する要
配慮者利用施設について、避難確保計画が早期
に作成されるよう指導を行う必要がある。（福祉
保健局）
・都立学校等に対し、要配慮者利用施設の避難
確保計画の作成義務等について周知している。
（教育庁）
・所管する私立学校及び区私立学校所管部局に
対し、要配慮者利用施設の避難確保計画の作成
義務等について周知している。（生活文化局）

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・避難訓練の内容が記載された、避難確保計画が提出
されることによって、義務化されている訓練実施の実現
性が高まることから、可及的に速やかに計画の作成・提
出を働きかけながら確実な訓練実施を促していく。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、他の流域の改正
状況を踏まえながら区域内の要配慮者利用施設等を確
認し、地域防災計画に定める必要性について検討して
いく。

（都管理河川）
　神田川流域における想定最大規模降雨の浸水予想区
域図や今後発表される想定最大規模降雨に係る浸水想
定区域図等を踏まえ、必要に応じて検討していく。

（国管理河川）
　浸水が予想される区域内の要配慮者利用施設を把握
し、地域防災計画に記載していくとともに、当該施設に対
して避難確保計画の作成や避難訓練の実施状況を確認
していく。

・浸水が予想される区域内の要配慮者利用施設を把握
し、地域防災計画に記載していくとともに、当該施設に対
して避難確保計画の作成や避難訓練の実施状況を確認
していく。

・神田川流域以外の流域についても、想定最大
規模降雨に係る浸水予想区域図等を作成し、公
表していく。（建設局、下水道局）
・区に対して、技術的助言を行っていく。（建設局）
・引続き、区に対して、情報提供を行い支援して
いく。
・区と協力して、都立学校等に対し、要配慮者利
用施設の避難確保計画の作成義務等について
更なる周知を行う。（教育庁）
・区と共同し、所管法令に基づく指導監査等の際
に避難確保計画の点検を行う。（福祉保健局）
・必要に応じ、所管する私立学校及び区私立学
校所管部局への更なる周知を行う。（生活文化
局）

・浸水予想区域図等を基に避難場
所、経路を検討する。
・隣接区市町村の避難場所を共有し
連絡体制を構築していく。

・洪水浸水想定区域図や浸水予想
区域図等を基に要配慮者利用施設
及び地下街等の立地状況を確認す
る。
・地域防災計画に定められた要配
慮者利用施設において避難確保計
画の作成状況、避難訓練の実施状
況を確認する。
・地域防災計画に定められた地下
街等において浸水防止計画の作成
状況、避難訓練の実施状況を確認
する。

項　目 東京都管理河川を対象とした取組内容 港区

⑤要配慮者利用施
設等における避難計
画等の作成状況・訓
練の実施状況の確

認

④隣接区市町村等
への避難体制の共

有

気象庁東京管区気象台 関東地方整備局 東京都千代田区 中央区



○第一建設事務所幹事会「取組内容に関する現状と課題、今後の具体的な取組の共有」

　　　　平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

現
状
と
課
題

・東海豪雨規模降雨に係る洪水浸水想定区域図
及び浸水予想区域図を作成し、公表している。
（建設局、下水道局）
・神田川流域における想定最大規模降雨の浸水
予想区域図を作成し、公表している。（建設局、下
水道局）

今
後
の
具

体
的
な
取

組

・神田川流域以外の流域についても、想定最大
規模降雨に係る洪水浸水想定区域図及び浸水
予想区域図を作成し、公表していく。（建設局、下
水道局）

現
状
と
課
題

【現状】
・東京都が公表している洪水浸水予想区域図を基にハ
ザードマップを作成し、ホームページ等で公表している。
【課題】
・住民へ効果的に周知する方法を検討する必要がある。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、他の流域の改正
状況を踏まえながらハザードマップの更新について検討
する必要がある。

・東京都が公表している洪水浸水予想区域図を基にハ
ザードマップを作成し公表している。
周知方法：窓口配布、ホームページ掲載
掲載項目：情報収集手段、避難所、防災関係機関、避難
時の注意、など
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、それに基づく被
害状況を分析していくとともにハザードマップの更新につ
いて検討する必要がある。

・東京都が公表している洪水浸水予想区域図を基にハ
ザードマップを作成し、ホームページでの公表や窓口配
布を行っている。ハザードマップには浸水想定のほか、
避難勧告等の発令基準や大雨の際の備え等について
記載
・住民へ効果的に周知する方法を検討する必要がある。

・浸水予想区域図等を作成し、公表するなど、区
市町村が作成するハザードマップの作成を支援し
ている。（建設局、下水道局）
・自治体が作成するハザードマップ掲載ページへ
のリンクを掲載している。（建設局）

今
後
の
具
体
的
な
取

組

・住民へ効果的に周知する方法を検討していく。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、他の流域の改正
状況を踏まえながらハザードマップの更新について検討
していく。

・神田川流域における想定最大規模降雨の浸水予想区
域図等による被害状況を分析していくとともに今後発表
される想定最大規模降雨に係る浸水予想区域図を踏ま
え、検討していく。

・住民へ効果的に周知する方法を検討し実施していく。 ・神田川流域以外の流域についても、想定最大
規模降雨に係る浸水予想区域図等を作成、公表
し、区が作成するハザードマップの作成を支援し
ていく。（建設局、下水道局）

現
状
と
課
題

【現状】
・「まるごと・まちごとハザードマップ実施の手引き」や他
区市町村の取組事例について研究し、取り組みについ
て検討している。
【課題】
・ハザードマップの内容を十分に周知の上取り組む必要
があるため時間を要する。

・「まるごとまちごとハザードマップ」の取組は行っていな
い。

・ハザードが未確定な中で、具体的な検討には至ってい
ない。

・国からの情報を区へ提供し、支援している。（建
設局）

今
後
の
具
体
的

な
取
組

・神田川流域における想定最大規模降雨の浸水予想区
域図等や今後発表される想定最大規模降雨に係る洪水
浸水予想区域図について、十分に周知する必要があ
る。

・神田川流域における想定最大規模降雨の浸水予想区
域図等による被害状況を分析していくとともに今後発表
される想定最大規模降雨に係る浸水予想区域図を踏ま
え、検討していく。

・ハザードを確定していく必要がある。 ・引続き、国からの情報を区市町村へ提供し、支
援していく。（建設局）

現
状
と
課
題

【現状】
・ホームページで浸水(道路冠水)履歴を公表している。
【課題】
・東京都の浸水実績も取り入れ、都区で一元化し公表し
ていく必要がある。
・より多くの住民へ周知する方法を検討する必要があ
る。

・区役所窓口及びホームページ上にて浸水実績図の閲
覧が可能である。

・本庁の土木窓口で浸水履歴の閲覧が可能である。 ・ホームページで浸水実績を公表している。（建設
局）
・より多くの住民に対して周知していく必要があ
る。（建設局）

今
後
の
具
体
的

な
取
組

・他区市町村の取組を参考に、より多くの住民へ周知す
る方法を検討していく。

・引き続き区役所窓口及びホームページで周知を図る。 ・他区市町村の取組を参考に、より多くの住民へ周知す
る方法を検討していく。

・他自治体の取組を参考に、より多くの住民へ周
知する方法を検討していく。（建設局）

現
状
と
課
題

【現状】
・毎年、集中豪雨のシーズン前である５月に関係機関と
連携して水防訓練を実施している。
【課題】
・より多くの住民が参加しやすい避難訓練を実施する必
要がある。

・関係機関と連携した水防訓練を実施している。
・より多くの住民が参加しやすい訓練を実施する必要が
ある。

・関係機関が連携した水防実働訓練を実施している。
・より多くの住民が参加しやすい避難訓練を実施する必
要がある。

区市町村が行う避難訓練（防災訓練）には参
加していない。

・避難勧告等の発令のもととなる河川情報の伝達
訓練を実施している。（建設局）
・区が実施している避難訓練について必要な支援
を行っている。（総務局）

今
後
の
具
体
的
な

取
組

・引続き、関係機関と訓練内容を検討し連携しながら、よ
り多くの住民が参加する訓練を実施していく。

・引続き、関係機関と訓練内容を検討し連携しながら、よ
り多くの住民が参加する訓練を実施していく。

・引続き、関係機関と訓練内容を検討し連携しながら、よ
り多くの住民が参加する訓練を実施していく。

・区市町村が行う避難訓練（防災訓練）が充
実したものとなるよう、協力していく。

・引続き、より多くの関係機関と連携し、河川情報
の伝達訓練を実施していく。（建設局）
・引続き、区が実施している避難訓練について必
要な支援を行っていく。（総務局）

現
状
と
課
題

【現状】
・課外授業等を通して防災教育を実施している。

・防災教育には取り組んでいない。 ・水防に特化した防災教育は十分にできていない。 ・防災気象情報の入手とその情報を活用した安全
行動を事前にシミュレートする気象庁ワークショップ
プログラム「経験したことのない大雨　その時どうす
る？」を作成し、防災教育に資するよう普及啓発に
努めている。

・平成29年3月31日に改訂された新学習指導要
領への対応ついて、各学校へ支援を行う必要が
ある。（教育庁）
・情報提供等を通じて各私立学校における防災
教育の取組を支援（生活文化局）

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・引き続き、防災教育を実施していく。 ・水害全体（津波や高潮等も含めて）に関することなど総
合的な観点から、防災教育の実施について検討してい
く。

・防災教育の実施を拡大していくことを検討していく。 ・引き続き関係機関と連携し、防災教育の実
施拡大に向け取組む。

・新学習指導要領について、平成30年度末まで
に国の支援により作成されることとなっている指
導計画を各学校に周知する。（生活文化局）
・平成29年3月31日に改訂された新学習指導要
領への対応ついて、各学校へ支援を行っていく。
（教育庁）

東京都中央区

・「まるごとまちごとハザードマップ」
の取組状況と効果事例を共有する。

・浸水実績等に関する情報を共有
し、住民等へ周知する方法について
検討する。

・洪水浸水想定区域図及び浸水予
想区域図を基に水害ハザードマップ
の作成状況を共有する。
・水害ハザードマップを住民へ効果
的に周知する方法を検討する。
・わかりやすい水害ハザードマップ
への改良について検討する。

③まるごとまちごと
ハザードマップの促

進

④浸水実績等の周
知

⑤住民、関係機関が
連携した避難訓練等

の充実

⑥防災教育の充実

・想定最大規模降雨に係る洪水浸
水想定区域図及び浸水予想区域図
の作成状況（公表予定）を共有す
る。

①想定最大規模降
雨に係る洪水浸水想
定区域図等の共有

②水害ハザードマッ
プの作成、改良と周

知

項　目 東京都管理河川を対象とした取組内容

・区市町村等による避難訓練の実
施状況や実施予定を共有し、住民
等や多様な関係機関が連携した避
難訓練を検討する。

・防災教育に関する指導計画作成
への支援など、小学校等の先生に
よる防災教育の実施を拡大する方
策等に関する取組について検討す
る。

港区千代田区 関東地方整備局気象庁東京管区気象台



○第一建設事務所幹事会「取組内容に関する現状と課題、今後の具体的な取組の共有」

　　　　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

現
状
と
課
題

・河川の一部に水位計や河川監視用カメラ等を設置して
ある。
・汽水地域であるため、上流の水位と下流の潮位などを
考慮した水位計や河川監視用カメラ等の適正配置など、
必要性とともにその検討が必要である。

・水位計や河川監視用カメラ等を設置していない河川が
ある。
・水位計や河川監視用カメラ等を設置する必要性を検討
する必要がある。

・水位計、監視カメラは設置しているが、東京都設置カメ
ラとの連携、区民周知について引き続き検討が必要

・水位計や河川監視用カメラ等を設置していない
河川がある。（建設局）
・水位計や河川監視用カメラ等を設置する必要性
を検討する必要がある。（建設局）

今
後
の
具
体
的
な

取
組

・水位計、河川監視用カメラの配置について検討し、必
要に応じて他自治体との情報が共有できるシステムを検
討していく。

・水位計、河川監視用カメラの配置について検討し、必
要に応じて他自治体との情報が共有できるシステムを検
討していく。

・水位計、河川監視用カメラの配置について検討してい
く。

・水位計、河川監視用カメラの配置について検討
し必要に応じて設置していく。（建設局）
・水門の開閉情報と水位情報をＨＰでの公表につ
いて検討する。（建設局）

千代田区項　目 東京都管理河川を対象とした取組内容

①水位計、河川監視
用カメラの整備

・国交省において開発を進めてい
る、低コストで導入が容易なクラウド
型・メンテナンスフリーの危機管理
型水位計の情報を共有する。
・水位計（危機管理型を含む。）、河
川監視用カメラの配置について検討
する。

中央区 港区 東京都気象庁東京管区気象台 関東地方整備局



○第一建設事務所幹事会「取組内容に関する現状と課題、今後の具体的な取組の共有」

２）的確な水防活動のための取組
　　　　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

現
状
と
課
題

・出水期前に、消防機関等と水防上注意を要する箇所
等を想定した共同水防訓練を実施している。
・出水時には、河川管理施設等を点検するため河川巡
視を実施している。
・水防倉庫等に土のう、ショベル等の資機材を配備して
いる。

・出水期前に、建設事務所が実施している水防上注意を
要する箇所等の共同点検に参加している。
・出水時には、河川管理施設等を点検するため河川巡
視を実施している。
・水防倉庫等に土のう、ショベル等の資機材を配備して
いる。

・出水期前に、建設事務所が実施している水防上注意を
要する箇所等の共同点検に参加している。
・出水時には、河川管理施設等を点検するため河川巡
視を実施している。
・水防倉庫等に土のう、ショベル等の資機材を配備して
いる。

・出水期前に、自治体、消防機関等と水防上注意
を要する箇所の共同点検を実施している。（建設
局）
・水防倉庫等に土のう、ショベル等の資機材を配
備している。（建設局）

今
後
の
具
体
的
な
取

組

・引続き、出水期前後の、水防上注意を要する箇所の巡
回点検を実施していく。
・適宜、水防資機材の更新を実施していく。

・引続き、出水期前に、河川管理者、消防機関等と水防
上注意を要する箇所の共同点検に参加していく。
・適宜、水防資機材の更新を実施していく。

・引続き、出水期前に、河川管理者、消防機関等と水防
上注意を要する箇所の共同点検に参加していく。
・適宜、水防資機材の更新を実施していく。

・引続き、出水期前に、自治体、消防機関等と水
防上注意を要する箇所の共同点検を実施してい
く。（建設局）
・適宜、水防資機材の更新を実施していく。（建設
局）

現
状
と
課
題

【現状】
・毎年、集中豪雨のシーズン前である５月に関係機関と
連携して水防訓練を実施している。
【課題】
・より多くの住民が参加しやすい訓練を実施する必要が
ある。

・関係機関と連携した水防訓練を実施している。
・より多くの住民が参加しやすい訓練を実施する必要が
ある。

・関係機関と連携した水防訓練を実施している。
・より多くの住民が参加しやすい訓練を実施する必要が
ある。

・関係機関と連携した水防訓練には準備段
階から参加している。

・建設事務所に配備している排水ポンプ車につい
て、機器の操作・取扱訓練を実施している。（建設
局）
・区市町村、消防機関が合同で開催する水防訓
練に参画し水防訓練を実施している。（建設局）
・防災対策基本法に基づいて風水害訓練を多摩
地域と連携して実施している。（総務局）
・より多くの住民が参加しやすい訓練を実施する
必要がある。（総務局、建設局）

今
後
の
具
体
的
な

取
組

・毎年実施している水防訓練について、多様な関係機
関、住民等の参加等による訓練を検討していく。

・毎年実施している水防訓練について、多様な関係機
関、住民等の参加等による訓練を検討していく。

・毎年実施している水防訓練について、多様な関係機
関、住民等の参加等による訓練を検討していく。

・実践的な訓練となるよう、引き続き関係機
関と連携し、検討に協力していく。

・毎年実施している風水害訓練について、多様な
関係機関、住民等の参加等による訓練を検討し
ていく。（総務局）
・より実践的な水防訓練となるよう検討していく。
（建設局）

現
状
と
課
題

【現状】
・区内消防署と協同した入団促進活動を実施。
※ホームページ・広報紙等には掲載していない（署が作
成したチラシ等を窓口に設置）。

・ホームページや広報誌等を通じて水防活動を行う消防
団員の募集などを図っている。

・消防団員の募集について区の広報を検討している。 ・ホームページや各種広報媒体等を通じてる広報
等を展開していく。（建設局、総務局）
・区に依頼し、区の広報紙に水防システムの概要
を掲載し、周知を図っている。（建設局）

今
後
の
具

体
的
な
取

組

・引き続き、区内消防署と協同した入団促進活動を実
施。

・引続き、ホームページや広報誌等を通じて水防活動を
行う消防団員の募集などを図っていく。

・消防団員の募集について、区内消防と連携していく。 ・引続き、ホームページや各種広報媒体等を通じ
てる広報等を展開していく。（建設局、総務局）

現
状
と
課

題

【現状】
・区の防災体制をより確固なものとするものため、消防
団が実施する事業等に対しその費用を助成している。

・消防団間の連携、協力体制を構築している。 ・消防署との連携を図っている。 連携体制の構築に向けた検討資料として東海豪
雨規模降雨に基づく浸水予想区域図等を作成、
公表している。（建設局、下水道局）

今
後
の
具
体

的
な
取
組

・引続き、消防団間の連携、協力体制を継続していく。 ・引続き、消防団間の連携、協力体制を継続していく。 ・引続き、消防署との協力体制を継続していく。 連携体制の構築に向けた検討資料として想定最
大規模降雨に基づく浸水予想区域図等を作成、
公表している。（建設局、下水道局）

　　　　区市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

現
状
と
課
題

【現状】
・洪水時の情報を自動配信メールで伝達している。
・洪水ハザードマップに病院を記載して確認を行ってい
る。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、他の流域の改正
状況を踏まえながら区域内の災害拠点病院の立地状況
等を確認する必要がある。

・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、それに基づく被
害状況を分析していくとともに、区域内の災害拠点病院
の立地状況等を確認しする必要がある。

・区の防災無線を配備している。
・大雨時に情報をFAX等で伝達している。

・東海豪雨規模降雨に係る浸水予想区域図等を
作成し公表している。（建設局・下水道局）
・神田川流域については、対象降雨を想定最大
規模降雨に変更した浸水予想区域図を作成し、
公表している。（建設局、下水道局）

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・迅速かつ確実な情報伝達方法を検討していく。
・洪水ハザードマップにおいて、わかりやすい病院の記
載方法を検討していく。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、他の流域の改正
状況を踏まえながら区域内の災害拠点病院の立地状況
等を確認していく。

・神田川流域における想定最大規模降雨の浸水予想区
域図等による被害状況を分析していくとともに、今後発
表される想定最大規模降雨に係る浸水予想区域図を踏
まえ、検討していく。

・迅速かつ確実な情報伝達方法を検討していく。 ・神田川流域以外の流域についても、想定最大
規模降雨に係る浸水予想区域図等を作成し、公
表していく。（建設局、下水道局）

現
状
と
課
題

【現状】
・浸水予想区域外であるが、止水版等を用意し、浸水対
策を実施している。
【課題】
・災害時に拠点となる公共施設が水害時に浸水し、機能
の低下、停止することがないようにすることが課題であ
る。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、他の流域の改正
状況を踏まえながら区域内に庁舎があるか確認する必
要がある。

・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、それに基づく被
害状況を分析していくとともに、区域内に庁舎があるか
確認する必要がある。

・止水用の土のう等を備蓄し、地下駐車場等への浸水に
対応している。
・自家発電機等の浸水対策を実施している。

・止水用の土のう等を備蓄し、地下駐車場等への
浸水に対応している。（各局）
・自家発電機等の耐水化を検討している。（各局）
・災害時に拠点となる公共施設が水害時に浸水
し、機能の低下、停止することがないようにするこ
とが課題である。（各局）

今
後
の
具
体
的
な
取

組

・浸水想定区域内の公共施設への対策検討。
・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、他の流域の改正
状況を踏まえながら区域内に庁舎があるか確認し、必
要に応じ対策を検討していく。

・東京都より神田川流域における想定最大規模降雨の
浸水予想区域図等が公表されたため、それに基づく被
害状況を分析していくとともに、区域内に庁舎があるか
確認し、必要に応じて対策を検討していく。

・耐水化等の対策を検討していく。 ・浸水防止のための資機材の導入を検討する。
（各局）
・耐水化等の対策を検討していく。（各局）

③水防に関する広報
の充実

④水防活動を行う消
防団間での連携、協

力に関する検討

①災害拠点病院等
の施設管理者への
情報伝達の充実

②洪水時の区市町
村庁舎等の機能確
保のための対策の

充実

港区

・各構成員の水防に関する広報（水
防活動を行う消防団員の募集、自
主防災組織、企業等の参画等）の
取組状況を共有する。

・洪水氾濫に対してより広域的、効
率的な水防活動が実施できるよう協
力内容等を検討

項　目

①水防上注意を要す
る箇所の確認、水防

資機材の整備等

・河川整備の進捗状況等を踏まえ
て、出水期前に自治体、消防機関
等と水防上注意を要する箇所の共
同点検の実施について確認する。
・各構成員が保有する水防資機材
について共有し、円滑な水防活動の
実施に向けて検討する。

・毎年実施している水防訓練につい
て、実践的な訓練となるよう検討す
る。

中央区

②水防訓練の充実

東京都管理河川を対象とした取組内容 東京都

・浸水予想区域内における災害拠
点病院等の立地状況を確認する。
・施設管理者等に対する洪水時の
迅速かつ確実な情報伝達の方法に
ついて検討する。

・区市町村庁舎等における洪水時
に想定される浸水被害を確認し、適
切に機能を確保するために必要な
対策（耐水化等）について検討す
る。

気象庁東京管区気象台 関東地方整備局千代田区



○第一建設事務所幹事会「取組内容に関する現状と課題、今後の具体的な取組の共有」

３）氾濫水の排水に関する取組
　　　　氾濫水の排水に関する事項

現
状
と
課
題

護岸の嵩上げや逆止弁、そして上流側には分水路が整
備され、平成12年以降、護岸付近の浸水等は解消され
た。またこれに併せ、合流下水の容量を補う仮排水機場
や一時貯水槽等が整備され、区道の冠水も減少した。
しかし、平成17年、66mm(台風14号)で点在した道路冠
水が発生した外、ここ10年間、大規模開発が著しく増加
している負荷要素や60mm以上の集中豪雨等が無い事
などから、これら条件を受け入れる既存施設の許容範囲
が見えない。

・排水ポンプ等の資機材を配備している。 ・排水ポンプ等の資機材を配備している。 ・東部低地帯に排水機場を設置している。（建設
局）
・建設事務所に排水ポンプ車を配備している。（建
設局）
・ポンプ所の耐震、耐水化について、計画に基づ
き順次実施している。（下水道局）

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・上流・下流の既存排水施設等の許容及び限界等が想
定できる段階にきたら、都と区との役割分担の中で、必
要な対応施設等を要請および補充していく。
・短時間で発生する道路冠水や下水逆流による室内浸
水に対応すべき、小型排水ポンプや発電機等を適宜必
要数更新していく。
・道路冠水の履歴を参考に、土嚢を適正に配置し、併せ
て定期的な雨水桝清掃や、台風時期における道路排水
施設の落ち葉等の清掃を徹底していく。

・配備している資機材について定期的に点検し、維持管
理を徹底していく。

・引き続き排水ポンプを保有する。 ・排水機場等の運用状況等を関係機関へ共有し
ていく。（建設局）
・排水機場等について、必要に応じて運用方法や
設備機能について改善を検討する。（建設局）
・引続き、ポンプ所の耐震、耐水化について、計
画に基づき順次実施していく。（下水道局）

①排水施設、排水資
機材の運用方法の
改善及び排水施設

の整備等

港区

・浸水予想区域内における排水施
設、排水資機材等の運用方法等を
共有する。

千代田区項　目 東京都管理河川を対象とした取組内容 中央区 東京都気象庁東京管区気象台 関東地方整備局



○第一建設事務所幹事会「取組内容に関する現状と課題、今後の具体的な取組の共有」

４）その他の取組
　　　　その他の事項

現
状
と
課

題

・計画に対し、流下能力が不足している区間にお
いて河川整備を推進している。（建設局）

今
後
の
具

体
的
な
取

組

・着実に河川整備を進めていく。（建設局）

現
状
と
課
題

・水門、樋門については、遠隔操作化して運用し
ている。（建設局）
・下水道局管理の樋管等の運用体制を関係機関
と共有する。（下水道局）

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・水門、樋門の遠隔操作化について関係機関へ
共有する。（建設局）
・引続き、下水道局管理の樋管等の運用体制を
関係機関と共有する。（下水道局）
・国と都道府県が参加する技術研究会等におい
て情報提供されたフラップ化等の無動力化の取
組について共有していく。（建設局）

現
状
と
課

題

今
後
の
具

体
的
な
取

組

・防災、安全交付金について国へ要望し、水防災
意識社会再構築の取組を支援していく。（建設
局）

現
状
と
課
題

【現状】
・国、東京都が実施している研修へ参加している。
【課題】
・災害対応にあたる人材を育成することが必要である。

・国、東京都が実施している研修へ参加している。
・災害対応にあたる人材を育成することが必要である。

・国、東京都が実施している研修へ参加している。
・災害対応にあたる人材を育成することが必要である。

・毎年、東京都と共同で区市町村の防災担
当者を対象に、気象庁が発表する防災気象
情報の利活用を目的とした防災気象講習会
を実施している。

・国が実施している研修等に参加している。（建設
局）
・災害復旧に関する内部研修を実施している。
（建設局）
・災害対応にあたる人材を育成することが必要で
ある。（建設局）

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・引続き、国、東京都が実施している研修等に参加して
いく。

・引き続き、国、東京都が実施している研修等に参加し
ていく。

・引続き、国、東京都が実施している研修等に参加して
いく。

・自治体担当者に利用していただくことを目
的として、防災気象情報の入手とその情報を
活用した防災行動をシミュレートするワーク
ショッププログラムを作成する予定。

・引続き、国が実施している研修等に参加してい
く。（建設局）

現
状
と
課
題

【現状】
・ＤＩＳにて災害情報や避難情報を共有している。

・ＤＩＳにて災害情報や避難情報を共有する仕組みは構
築している。

・ＤＩＳにて災害情報や避難情報を共有している。 ・区にＤＩＳを提供し情報収集をしている。（総務
局）
・区に対してＤＩＳの利用方法等を支援している。
（総務局）

今
後
の
具

体
的
な
取

組

・ＤＩＳにて災害情報や避難情報を迅速に共有していく。 ・引き続き、ＤＩＳにて災害情報や避難情報を迅速に共有
していく。

・ＤＩＳにて災害情報や避難情報を迅速に共有していく。 ・引続き、ＤＩＳについて講習会等において支援し
ていく。（総務局）

現
状
と
課
題

・平成28年度に国管理河川を対象とした「水
防災意識社会再構築ビジョン」に基づく協議
会等を設置し、5年間の取組内容を取組方針
としてとりまとめた。
・平成29年度においても協議会等を開催し、
取組状況のフォローアップを実施した。

今
後
の
具
体
的
な
取
組

・国管理河川を対象とした大規模減災協議
会の取組状況に関する情報提供等の技術
的助言を行っていく。
・災害時の広域的な協力体制に関する情報
を共有していく。

⑤災害情報等の共
有体制の強化

①堤防など河川管理
施設の整備（洪水氾
濫を未然に防ぐ対

策）

②樋門、樋管等の施
設の確実な運用体

制の確保

④災害時及び災害
復旧に対する支援強

化

項　目

③水防災社会再構
築に係る地方公共団
体への財政的支援

・災害対応にあたる人材の育成に向
けて国が実施する研修、訓練へ参
画する。
・災害復旧に関する研修、訓練等の
情報を共有する。

・河川整備計画に基づき順次整備を
実施する。

・国と都道府県が参加する技術研究
会等において情報提供されたフラッ
プ化等の無動力化の取組について
共有する。
・都管理の遠隔操作化している水
門・樋門の運用方法について情報を
共有する。
・都管理の樋門・樋管等について、
施設の確実な運用体制を検討す
る。

中央区千代田区

・ＤＩＳ（災害情報システム）にて災害
情報や避難情報を迅速に共有す
る。

・防災、安全交付金を確保し、水防
災意識社会再構築の取組を支援す
る。

東京都管理河川を対象とした取組内容

⑥地方自治法第245
条の4第1項に基づく
技術的助言

・国管理河川を対象とした大規模氾
濫減災協議会の取組状況に関する
情報提供等を共有する。
・災害時の広域的な協力体制に関
する情報を共有する。

気象庁東京管区気象台 関東地方整備局 東京都港区


